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第４次豊中市一般廃棄物処理基本計画及び第４次豊中市ごみ減量計画 

改定支援業務に係る公募型プロポーザル方式実施に関する実施要領 

 

１．目  的 

本市では、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第６条第１項に基づき、平成 30 年（2018 年）3

月に、平成 30 年度（2018 年度）から令和 9 年度（2027 年度）までを計画期間とする「第 4 次豊

中市一般廃棄物処理基本計画」（ごみ処理基本計画、生活排水処理基本計画及び食品ロス削減推進

計画で構成、以下「現行基本計画」という。）及びそのアクションプランである「第 4 次豊中市ご

み減量計画」を策定した。 

中間目標年度である令和 4 年度（2022 年度）、現行基本計画を改定するにあたり、民間事業者の

専門的な知識等を活用するため、公募型プロポーザルを実施し、施策等の実施状況を検証するとと

もに、社会状況の変化等を踏まえた今後のごみの減量及び処理体制の方向性と施策を検討するも

の。 

 

２．概   要 

（１）件  名  

第 4 次豊中市一般廃棄物処理基本計画及び第 4 次豊中市ごみ減量計画改定支援業務 

（２）実施期間 

契約締結日から令和 5 年（2023 年）3 月 31 日（金）まで 

（３） 業務内容 

①第 4 次豊中市一般廃棄物処理基本計画の改定及び概要版の作成 

②第 4 次豊中市ごみ減量計画の改定及び概要版の作成 

③市民へのアンケートによる実態調査 

④豊中市廃棄物減量等推進審議会等の参加及び関連資料等の作成 

⑤パブリックコメントに係る取りまとめ等の支援 

※その他、詳しくは仕様書を参照のこと 

（４）提案限度額 

９，０００，０００円（消費税含む） 

    

３．参加資格 

（１）参加資格要件 

参加資格は、提案書等の提出期日において、次に掲げる要件をすべて満たすものとする。なお、

提案書等の提出後において要件を満たさなくなった場合は参加を取り消す。 

①過去 10 年間において、本業務と類似する計画（廃棄物に関する計画）策定の業務実績がある

こと。 

②地方自治法施行令(昭和 22 年政令政令第 16 号)第 167 条の 4 の規定に該当しないこと。 

③豊中市から豊中市入札参加停止基準（平成 7 年 6 月 1 日制定）に基づく入札参加停止措置を受

けていないこと。 
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④暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第 2 条第 2 項に掲げる暴力団をい

う。以下同じ。）、暴力団の構成員若しくは暴力団の構成員でなくなった日から 5 年間を経過し

ない者（「暴力団の構成員等」という。以下同じ。）が役員等の立場で運営に関わっている法人

又は暴力団の構成員等の統制下にある法人に該当しないこと。 

⑤会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成 17 年法律第 87 号）第 64 条による

改正前の商法（明治 32 年法律第 48 号）第 381 条第 1 項（会社法の施行に伴う関係法律の整

備等に関する法律第 107 条の規定によりなお従前の例によることとされる場合を含む。）の規

定による会社の整理の開始を命ぜられていない者であること。 

⑥平成 12 年 3 月 31 日以前に民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）附則第 2 条による廃止前の

和議法（大正 11 年法律第 72 号）第 12 条第 1 項の規定による和議開始の申立てをしていない

者であること。 

⑦平成 12 年 4 月 1 日以後に民事再生法第 21 条第 1 項又は第 2 項の規定による再生手続開始の

申立てをしていない者又は申立てをなされていない者であること。ただし、同法第 33 条第 1

項の再生手続開始の決定を受けた者が、その者に係る同法第 174 条第 1 項の再生計画認可の

決定が確定した場合にあっては、再生手続開始の申立てをしなかった者又は申立てをなされな

かった者とみなす。 

⑧会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条第 1 項又は第 2 項の規定による更生手続開始

の申立て（同法 附則 第 2 条の規定によりなお従前の例によることとされる更生事件（以下

「旧更生事件」という。）に係る同法による改正前の会社更生法（ 昭和 27 年法律第 172 号。

以下「旧法」という。）第 30 条第 1 項又は第 2 項の規定による更生手続開始の申立てを含む。

以下「更生手続開始の申立て」という。）をしていない者又は更生手続開始 の申立てをなされ

ていない者であること。ただし、会社更生法 第 41 条第 1 項の更生手続開始の決定（旧更生事

件に係る旧法に基づく更生手続開始の決定を含む。）を受けた者については、その者に係る会

社更生法第 199 条第 1 項の更生計画の認可の決定（旧更生事件に係る旧法に基づく更生計画

の認可の決定を含む。）があった場合にあっては、更生手続開始の申立てをしなかった者又は

更生手続開始の申立てをなされなかった者とみなす。 

⑨業務全般にわたり総括して担当する総括責任者を設置すること。 

 

（２）提案者の失格 

  次のいずれかに該当する場合は、失格とする。 

①提案限度額を超える提案をしたとき 

②提案書の内容が、本公募実施要領の示す要件を満たしていない場合 

③提出書類について虚偽の記載をしたとき 

④提案書の内容が、法令違反等著しく不適当な場合 

⑤審査の公平性に影響を与える行為があった場合 

⑥提案書の提出がない場合 

⑦プレゼンテーションに参加しなかった場合 
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４．スケジュール 

（１）公募実施要領の公表 令和 4 年（2022 年）4 月 27 日（水） 

（２）参加表明書の提出期限 令和 4 年（2022 年）5 月 13 日（金）17 時まで 

（３）質問の受付期間     令和 4 年（2022 年）4 月 27 日（水）から 

5 月 11 日（水）17 時まで 

（４）質問に対する回答     令和 4 年（2022 年）5 月 12 日（木） 

（５）提案書の提出期間   令和 4 年（2022 年）4 月 27 日（水）から 

5 月 16 日（月）17 時まで 

（６）第 1 次審査（書類審査） 令和 4 年（2022 年）5 月 18 日（水） 

（７）第 1 次審査結果の通知 令和 4 年（2022 年）5 月 20 日（金） 

（８）第 2 次審査（ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ） 令和 4 年（2022 年）5 月 24 日（火） 

※時間、場所は後日連絡します。 

（９）第 2 次審査結果の通知 令和 4 年（2022 年）5 月 27 日（金） 

（１０）契約の締結     令和 4 年（2022 年）6 月上旬ごろ 

 

５．応募の手続き 

（１）参加表明書の提出 

【提出期限】 

令和4年（2022年）5月13日（金）17時まで 

【提出先及び提出方法】  

豊中市 環境部 減量計画課（〒561-0891 豊中市走井2丁目5番5号） 

持参または郵送（配達の記録が残る方法で郵送すること。） 

  【様  式】 

参加表明書（様式１号）※市ホームページからダウンロードしてください。 

（２）質問の受付及び回答 

【受付期間】 

令和4年（2022年）4月27日（水）から5月11日（水）17時まで 

【質問方法】 

「質問書」（様式２号）を下記の問合せ先に電子メールで送付してください。 

【問合せ先】 

豊中市 環境部 減量計画課 

メール：genryou＠city.toyonaka.osaka.jp 

【質問の回答】  

令和4年（2022年）5月12日（木）電子メールにて全参加事業者に回答します。 

なお、回答に対する再質問は受け付けません。 
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（３）企画提案書の提出 

【提出期限】  

令和4年（2022年）4月27日（水）から令和4年（2022年）5月16日（月）17時まで 

【提出先及び提出方法】  

豊中市 環境部 減量計画課（〒561-0891 豊中市走井2丁目5番5号） 

持参または郵送（配達の記録が残る方法で郵送すること。） 

【提出書類】 

①企画提案書の表紙（様式３号） 

・必要事項を記入してください。 

②企画提案書（様式は問わない） 

・企画提案書の記載に当たっては、提案内容の理解を容易にするために図表等を使用し、「第

4 次豊中市一般廃棄物処理基本計画及び第 4 次豊中市ごみ減量計画改定支援業務仕様書」

の内容を十分に理解のうえ、作成してください。 

・原則として A４版としてください。（縦・横向き自由 20 頁以内）。ただし、グラフ・表等

は、必要に応じて A３版にして折り込むなど、理解しやすいように適宜工夫してください。 

・企画提案書には必ずページ番号を付してください。 

③会社概要（様式４号） 

   ・会社概要（資本金、従業員数、業務内容、組織図等） 

  ④会社の業務実績（様式５号） 

・実績については、過去１０年における類似業務（廃棄物に関する計画策定業務）における

実績を記入してください。 

  ⑤総括責任者及び担当者の業務実績（様式６号） 

   ・総括責任者及び担当者の業務実績（保有資格、従事分野の経歴等） 

⑥見積書（様式は問わない） 

   ・見積額は消費税を含めたものを提示し、本体価格と消費税を明記してください。 

⑦公募開始日から過去 3 年以内の処分歴等の有無（様式７号） 

・入札参加停止又は除外措置を受けた場合は、その内容と期間が分かる書類の写し、契約 

解除を受けた場合は、契約解除通知の写し、書面による警告を受けた場合は、その書面の

写しを添付してください。 

【提出部数及び形式等】 

 ・提出部数：①は原本 1 部、②～⑦は原本 1 部、副本 6 部 

（注）副本には、提案者が判明できるような記載、表現、ロゴの記載、資料の添

付等は一切しないでください。（黒塗りにする等により消してください。） 

   ・形  式：用紙サイズは、Ａ４判（カラー印刷・両面印刷可）、横書き、左綴じ、ページ数

を付してください。（表紙・目次はページ数に含まない。） 

企画提案内容は、文章、表の他にイラスト及び写真等の使用も可能とします。

文字サイズ、本文の記載方法等は特に指定しません。 
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   ※注意事項 

・提出書類は、理由の如何を問わず返却いたしません。 

・企画提案書作成に係る費用は、参加事業者の負担とします。 

 

６．事業候補者の選定方法 

（１）審査方法 

市職員で構成する審査委員会において、企画提案書及びプレゼンテーションの内容に基づき審

査を実施し、事業予定者及び次点者を決定します。 

提案者が６者以上あった場合は、一次審査として書類審査を実施し、プレゼンテーション審査

の対象者として５者を選定します。この場合、一次審査の審査結果を令和 4 年 5 月 20 日（金）に

全提案者へメールにて通知します。 

なお、提案者が５者以内の場合はプレゼンテーションの案内のみとなります。 

（２）プレゼンテーションの実施 

①プレゼンテーションは令和 4 年（2022 年）5 月 24 日（火）を予定しています。（時間、場

所については別途連絡します。）プレゼンテーションに使用するスクリーンは市で用意しま

すが、プロジェクターやパソコン、その他の使用機器等は提案者が用意するものとし、企画

提案書と同一の資料を以て説明してください。 

②当日の出席者は3名以内とします。 

③プレゼンテーションにおいて資料の追加配布は認めません。 

④プレゼンテーション終了後、審査委員より質問を行う場合があります。 

※新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、Zoom等によるオンライン形式での実施に変

更する可能性があります。 

 

（３）審査項目 

評価項目 評  価  内  容 評価点 

企 画 力 提案内容の具体性について評価 30 

分 析 力 
一般廃棄物処理に関する洞察及び数値データの分析力につい

て評価 
30 

構 成 力 
企画提案書の構成及びプレゼンテーションの表現力について

評価 
20 

業務実績/体制 事業実績及び事業実施体制について評価 10 

価  格 提案金額について評価 10 

処分歴等 処分歴等について評価 減点 
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７．事業候補者の決定及び審査結通知 

（１）第2次審査の結果は令和4年（2022年）5月27日（金）に、すべての提案者に文書で通知しま

す。 

（２）決定の取消しについて 

事業候補者が本公募実施要領の定める応募者の参加資格要件に適合しなくなった場合や違反

をしている場合、決定を取り消します。 

（３）事業候補者の繰り上げ 

事業候補者を取り消し処分とした場合、本市と次点者と協議の上、事業予定者とします。 

 

８．参加の辞退 

企画提案書を提出後、審査を辞退する意向のある場合には、速やかに連絡し、「企画提案辞退届」

（様式８号）を持参、または配達証明付書留郵便により送付してください。 

 

９．公表 

決定した事業予定者については、豊中市ホームページにおいて公表します。なお、審査内容や結

果に関する異議は認められません。 

 

１０．契約の締結 

（１）事業予定者は、企画提案内容に基づき、本市と協議の上、委託契約の手続きを行うものとし

ます。なお、事業予定者と契約に至らなかった場合は、次順位以降の者を繰り上げて、その

者と契約するものとします。 

（２）契約に当たっては、豊中市財務規則第108条により、契約金額の100分の10以上の契約保証金

が必要となります。ただし、規則第110条各号のいずれかに該当する場合は契約保証金の全部

又は一部の納付を免除することができます。 

（３）当該事業について、市の了解なしに他者に再委託することはできません。 

 

１１．情報公開 

事務における透明性を確保するため、豊中市情報公開条例（平成13年条例第28号）第５条に基づ

く開示請求があった場合は、原則として次に掲げる事項について公開するものとします。 

（１）参加者全員の商号又は名称 

（２）事業予定者の商号又は名称 

（３）参加資格要件を有すると認められなかった者の商号又は名称及びその理由 

 

１２．その他 

（１）事情により予告なく公募を取り止める場合があります。 

（２）本実施要領に定めるもののほか、地方自治法、地方自治法施行令、豊中市条例、その他関係

法令等の定めるところによります。 
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（３）本提案等に対する参加報酬はありません。また、企画提案書類の作成に要した費用、旅費、

その他参加に要した経費については、提案者の負担となります。 

 

１３．問い合わせ先 

〒561-0891 豊中市走井 2 丁目 5 番 5 号 

豊中市 環境部 減量計画課 担当：（中村・西岡・渡邊） 

TEL：06-6858-2279 FAX：06-6843-3501 

E-mail：genryou＠city.toyonaka.osaka.jp 

 


